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石 川 雅 紀
日本の循環政策の成果と課題
国民経済雑誌 第 215 巻 第 5号 抜刷
平 成 29 年 5 月
1 日本の循環政策の歴史
本論文では, 日本における循環政策の歴史を振り返り, 現状の成果と課題を整理し, 持続
可能な社会への移行に向けての政策について検討する｡
まず, 問題の根幹にある廃棄物問題と廃棄物政策について振り返り, 循環政策が必要とさ
れる背景, 理由について経済学的視点から整理する｡ 経済社会の発展と共に, 廃棄物に起因
する外部不経済は, 静脈側から動脈側に移行し, 問題の焦点が廃棄物を適正に処理すること
から天然資源の消費に伴う環境負荷を削減すること, つまり, 天然資源の消費を適切に抑制
することに移ることを述べる｡ これが, 廃棄物政策体系を循環政策体系として再構築しなけ
ればならない理由である｡
問題を明確にするために, この論文では, 特に断らない限り一般廃棄物に焦点を絞る｡
一般廃棄物に対する有効な循環政策ツールである拡大生産者責任制度 (Extended
Producer Responsibility : 以下, EPR) について概念, 導入の歴史, 日本での事例について
検討し, これまでの成果と課題を整理する｡
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日本の循環政策の成果と課題
日本における70年代以降の廃棄物政策及び循環政策を振り返り分析した｡ 我が国
の廃棄物政策は焼却による廃棄物の減容化と80年代後期以降の分別収集の普及によ
る最終処分量の減量化であった｡ 廃棄物問題が社会的に注目を集めた70年代及び90
年代には, それぞれ, GDPの0.4％から0.5％を費やして, 収集体制及び焼却炉の整
備, 環境保全設備の整備, 最終処分場の新設などを進め, 燃えるごみはほぼ全て焼
却するまでになり, 自治体による資源分別も一般廃棄物量の20％に達し, 双方限界
にまで達している｡ しかし, 近年の新規最終処分容量の確保量は, ピーク期間の
1/20に過ぎず, 楽観できる状況ではない｡ 2000年以降, 循環社会推進基本法に則っ
て容器包装, 家電製品及び自動車に関して, 拡大生産者責任制度が整備され, それ
ぞれ一定の成果を得ているが, 課題も明らかとなっている｡ 循環型社会で必要とさ
れる, 頑健な静脈産業を構築するという観点から, 現行制度の課題を整理した｡
キーワード 拡大生産者責任, 循環型社会, 循環政策, 廃棄物政策,
リサイクル
1.1 廃棄物
1.1.1 グッズとバッズ
通常の財 (グッズ) は, 価格があり, 買い手は売り手に対価を支払って財を受け取る｡ 廃
棄物処理の場合は, 廃棄物処理サービスとして整理されており, 廃棄物の排出者は対価を支
払ってサービスを受け, 廃棄物は対価と共に売り手に引き渡される｡ 廃棄物処理が適切に行
われるのであれば, 通常のグッズ取引と何ら区別する必要なく取り扱うことができる｡ しか
し, 廃棄物処理では, しばしば不法投棄, 不適切処理が行われ, これに伴う環境汚染などが
社会的に大きな問題となる｡
この問題を取り扱うためには, 廃棄物処理をサービスとして取り扱うだけでは不十分であ
り, 廃棄物の物質フローに注目する必要がある｡ この問題を取り扱う理論体系として, 細田
は負の価格を持つ財としてバッズという概念を導入し理論体系を構築した (細田 2008,
2012, 2015)｡ 本論文では廃棄物の物質フローに注目して, 政策的視点から分析する｡
1.1.2 経済成長と廃棄物
廃棄物は, 商品をその価値が無くなるまで使用した結果生じるほか, 素材の生産, 製品の
製造過程でも発生する｡ 従って, 廃棄物は, 経済活動が活発になればそれに従って増加する
と考えられる｡ 例えば, Shafikは39カ国のデータを分析し, 廃棄物の発生量と所得は正の相
関があり, 弾性値として0.38という結果を得ている (Shafik 1994)｡ 日本に於いても図 1 に
見るとおり, 一人当り GDPと一人当りごみ収集量 (神戸市) は, 2000年以降同じ傾向で増
加している｡ 2000年以降は, ごみ収集量と GDPの相関関係は失われ, GDPがやや成長する
一方, ごみ収集量は減少している｡ ごみ収集量には資源ごみ収集量を含むので, 自治体によ
る分別収集の実施は直接この不一致の原因では無い｡
1)
国の一般廃棄物排出量は
2)
, 1971年の32,812千トンから2000年には54,833千トンと1.67倍に
増加し, その後減少している (図 2 )｡ 焼却量も
3)
同様の傾向であるが, 増加している期間の
増加速度は大きく, 焼却割合が高まっていることがわかる (図 2 )｡
1971年から2000年にかけては, 実質 GDPは, 10,040 $/人/年 (GK$ 1990) から 20,738 $/
人/年 (GK$ 1990) に増加しており (図 1 ), 我が国に於いても2000年以前は, GDPの増加
と一般廃棄物排出量の間に高い相関があることがわかる｡
一般廃棄物の排出量は経済成長と共に増加してきたが, 2000年以降, 我が国では相関関係
は失われており, 経済成長と廃棄物排出量との関係に構造的変化が起こったことが示唆され
る｡
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図 1 神戸市の一般廃棄物収集量と日本の GDPの推移
ごみ収集量：神戸市統計書, http : //www.city.kobe.lg.jp / information /data / statistics / toukei / toukeisho / index.html
accessed Jan. 10 2017 GDP, 人口：総務省統計局, http : //www.stat.go.jp /data / chouki / index.htm accessed Jan. 10
2017より著者が計算｡
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図 2 我が国の一般廃棄物, 資源物と処理の推移
厚生省 (1974, 1975, 19762000), 環境省 (20012016) のデータから著者作成｡
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1.2 我が国の廃棄物政策
1.2.1 廃棄物政策の目的と循環政策の必要性
我が国では, 明治維新以来近代的な国家体制を整え, 敗戦後の高度経済成長, 低成長の時
代, バブルの生成と崩壊を経て経済成長は停滞し現在に到る｡ その間, 様々な廃棄物問題に
直面し, 政策的手段を講じてきた｡ 環境省 (2014a) では, 日本の廃棄物処理・3R (Reduce,
Reuse, Recycle) に関する課題と対応を 5 つの時代区分に分けて概説している｡ 1950年代以
前の廃棄物政策の目的は, 衛生的で快適な生活環境の保持であった｡ 高度経済成長の時代か
らバブル期にかけて, 産業廃棄物の増大が問題となると共に, 廃棄物処理に伴う環境汚染が
大きな社会問題となり, 廃棄物処理施設の整備, 廃棄物処理施設での環境汚染防止設備の整
備が進められた｡ 1970年に従来の清掃法を全面的に改正し, 生活環境の保全及び公衆衛生の
向上を目的とする廃棄物の処理及び清掃に関する法律 (以下, 廃掃法) を制定し, 以後, 毎
年のように改正を重ねて来ている｡
その後, 2000年に循環型社会形成推進基本法 (以下, 循環基本法) が制定されると時期を
前後して, 使用後の製品の処理段階で生産者に一定の責任を課す拡大生産者責任原理
(Extended Producer Responsibility : 以下, EPR) に基づく個別リサイクル法が制定され製品
別にリサイクル制度が整備された｡ 個別リサイクル法の目的は, それぞれ多少の表現の差は
あるが, 廃棄物の適正処理と資源の有効活用によって生活環境の保全及び国民経済の健全な
発展に寄与することを目的としている｡ バッズのみを対象とした廃掃法と比較して, 資源の
有効活用によって国民経済の健全な発展を目指すという点が加わり, グッズの領域にも目が
向けられている点が大きな変化である｡
具体的な課題では, 1970年代以降の我が国の廃棄物政策を考える上で最も根本的な課題は,
最終処分である｡ このため最終処分場の確保と最終処分量の徹底した削減による最終処分場
の延命が最も重要な目的となる｡ しかし, 2000年頃から導入された EPR原則に基づく個別
リサイクル法では, 廃掃法の特別法という位置づけで, 資源の有効利用という全く別な目的
が加わっている｡ 概念的に考えれば, 資源は市場価値を持つグッズであるから, 再生資源で
あっても再生過程での環境汚染を別にすれば, 政府による介入の必要は無く, 介入すべきで
はない｡ 政府による介入が必要であるとすれば, 資源確保の不確実性に対応する意味での資
源政策, もしくは, 資源再生過程での環境汚染の制御である｡ これに加えて, もう一つあり
得るのは, 資源リサイクルによって天然資源の消費が削減されることが期待でき, 天然資源
の採掘, 素材製造過程で発生する環境負荷を削減する効果があり, この目的で政府が介入す
ることも考えられる｡
4)
ライフサイクルアセスメントの研究成果として, リサイクルと廃棄物
処理の比較に於いては, リサイクルによって削減される天然資源の種類によって総合的な環
境影響評価結果が大きな影響を受けることが知られている, このことから, 再生過程と比較
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して, 天然資源の採掘, 素材製造過程における環境負荷が重要であることがわかる (例えば,
	and Finveden 2005)｡ 我が国のリサイクル制度の事例でも, プラスチック製容器包
装のリサイクル手法, 廃棄物としての処理手法を比較し, 同様の結論が得られている (財団
法人日本容器包装リサイクル協会 2007, 環境省・経済産業省 2010)｡
国内における資源再生過程での環境汚染であれば, 廃棄物の物質フローに伴って生じるの
で, 従来の廃棄物管理と同じ枠組で考えることもできるが, 資源政策目的と, 天然資源消費
に伴う環境汚染の問題は, グッズになった後もしくは廃棄物の物質フローとは全く異なるフ
ローに伴う外部性の問題であるから, 廃棄物管理の枠組で捉えることはできず, 新たな枠組
が必要であり, これが, 循環政策が必要とされる理由である｡ 次に, この間の政策について
詳しく検討する｡
1.2.2 焼却戦略
1970年代以降, 我が国は, 焼却による最終処分量の削減を廃棄物管理の中心戦略とし, 着
実に推進してきた｡ 1965年に20,736トン/日に過ぎなかった焼却設備能力は, 1980年には
146,894トン/日と 7 倍以上にも増加している｡ その後, 設備能力は, 2001年に202,733トン/
日と最大に達した後, 減少に転じ, 2014年には183,112トン/日となっている (図 3 )｡ この
間, 施設当りの平均設備能力は, 1965年の14.7トン/日から着実に増加し, 2014年には157.7
トン/日と10倍以上に達している｡
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図 3 焼却施設数と焼却設備能力の推移
厚生省 (1974, 1975, 19762000), 環境省 (20012016) のデータから著者作成｡
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図 4に一般廃棄物の焼却率と
5)
最終処分率及
6)
び最終処分場残余年数の推移を示した｡ 1970年
代以降, 焼却率は増加の程度は逓減しつつも増加を続け, 80％程度までに達している｡ 資源
物, 不燃物の存在を考えると, この値はほぼ限界と考えられる｡ 最終処分率は, 1973年の50
％から, 2009年までほぼ直線的に減少し10％に達し, 2010年以降横ばいとなっている｡
1970年代以降本格的に進めてきた焼却施設の整備は着実に進み, 2000年には燃えるごみは
ほぼ全て焼却する状況まで達している｡ この間, 設備の大型化は進み, 1970年代後半からは
施設の集約化も進められている｡ 2000年代前半には, ダイオキシン対策のため設備の大型化,
施設の集約が急速に進み, 平均設備能力は現在も着実な増加傾向にある (図 3 )｡
1.2.3 資源分別
焼却戦略の有効性が限界に近づく状況下で, もう一つの最終処分量削減戦略として1980年
代終わりから分別収集の強化が進められた｡ この背景には, 60年代以前には, 紙, ガラスな
どがグッズとして利用されていたが高度経済成長に伴い, 人件費の上昇, 為替レートの上昇
などにより天然資源に対する競争力が弱まり, 国際資源価格が下がった際に回収が滞る問題
が起き, 公共介入による廃棄物減量化目的の資源分別収集が普及した｡ しかし, 2005年には
資源物の収集量は1,000万トンをこえ, その後は横ばいとなっており, 分別収集の強化も壁
に直面している｡
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図 4 一般廃棄物焼却率と最終処分率及び最終処分場残余年数の推移
厚生省 (1974, 1975, 19762000), 環境省 (20012016) のデータから著者作成｡
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1.2.4 最終処分
新規に開設された最終処分場の容量と平均設計埋立高さを
7)
図 5 に示した｡ 新規に確保した
最終処分容量は1970年代後半以降, 東京都の新海面処分場 (45,517千m3, 1998年埋立開始)
を除くと一貫して減少傾向であり, 直近の 5 年間 (2010年2014年) に新規に埋立が始まっ
た処分場容量は1975年1979年の約 1/20に過ぎない｡
平均設計埋立高さは, 2000年以前は 8mから 12mで推移していたが, 2000年以降は減少
傾向となり, 直近の 5 年間 (2010年2014年) では 4mとなっており, 一定面積の最終処分
場に処分可能な廃棄物量が半分以下となっている｡
残余年数で評価した最終処分場残余容量は, 1990年代半ば以前は7.5年から10年程度で推
移していたが, その後, 着実に伸び, 2009年に19年をこえ, その後伸びは鈍るが, 2014年に
は20年をこえるに到っている (図 4 )｡
新規に開設された最終処分場の容量が減っていることは, 適地が少なくなっている, 環境
汚染の懸念から立地が困難となっている等の理由が考えられる｡ 別な説明としては, 1990年
代以降, 最終処分場残余年数が延び, 近年は20年程度となっており, 新規最終処分場を確保
する緊急性が下がり, 処分場を確保する必要性が下がっていることも考えられる｡ どちらが
主要な原因であるかは, 今後の我が国の廃棄物政策を考える上で, きわめて重要であり, 実
証的な研究が早急に必要である｡
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図 5 埋立開始年度別最終処分場容量と平均設計埋立高さの推移
データは, 一般廃棄物処理実態調査結果 (環境省, http : //www.env.go.jp / recycle /waste_tech / ippan /
stats.html accessed Jan. 10 2017)
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1.2.5 一般廃棄物処理経費
経済成長に伴い増加する廃棄物排出に対して, 政府は様々な政策を実施してきた｡ 政府全
体での一般廃棄物処理に費やした経費の推移を GDPに対する比率で見ると, 1970年から
2014年の期間は, 4 つの期間に区別することができる (図 6 )｡ 第 1 期 (1971年～1979年),
第 2 期 (1980年～1992年), 第 3 期 (1993年～2002年), 第 4 期 (2003年～2014年) である｡
廃棄物処理経費は, 第 1期と第 3期で高く, 第 2期と第 4期で低い傾向がある｡
第 1 期は, 焼却設備の整備が進み, 設備能力は1970年の53,998トン/日から1979年には,
2.7倍の144,573トン/日に増加している (図 3 )｡ この期間, 一般廃棄物処理経費は GDP比
で0.3％～0.5％ (平均0.39％) を占めている｡
この期間は公害問題が大きな社会的関心を集めていた時代であり, 1971年には, 環境庁が
設置されている｡ 大気汚染防止法 (1968), 水質汚濁防止法 (1970) が制定されたのもこの
時代であり, 焼却設備からの排気ガスについても排出基準が定められた｡
廃棄物管理の分野では, 焼却施設など廃棄物管理関係の施設立地が全国各地で紛争化し,
大きな問題となった｡ 全国的に注目されたのは, 東京都の問題である｡ 1971年に美濃部東京
都知事が東京ごみ戦争宣言を発し, 1972年には江東区長自ら路上で杉並区からのごみ搬入を
阻止するまでの事態となっている (東京都 2000)｡ この問題は, 杉並清掃工場の建設に関し
て, 1974年に東京地方裁判所から和解勧告が出され, 都と杉並区住民の間で全面的な和解が
成立した｡ この期間は, 我が国が一般廃棄物管理戦略として焼却を選択し, そのための新規
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図 6 一般廃棄物排出量と処理費用の推移
廃棄物排出量は, 一般廃棄物計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量｡
厚生省 (1974, 1975, 19762000), 環境省 (20012016) のデータから著者作成｡
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設備投資及び環境対策設備投資を行ってきた期間であり, そのための公的支出も大きかった｡
さらに, 全国各地で起こった廃棄物関連施設の立地問題の解決に費やされたエネルギーと時
間は計り知れない｡ この経験を通して, 明文化されてはいないが, いわゆる自区内処理原則
が広く認められた｡ 自区内処理原則とは全ての市町村特別区は排出した廃棄物を自らの区域
内で処理すべきであるという原則である｡ 具体例として, 武蔵野市のクリーンセンター建設
では, 行政側の原案を振り出しに戻し, 立地選定から住民参加を取り入れ, 工場建設に到っ
た事例がある (金 2014)｡ 我が国における市民参加の推進, 深化という意味で大きな意味を
持つ社会的な経験であった｡ 一方, 自区内処理原則は, 合意形成のための政治原則であり,
小規模な自治体では技術的, 経済的観点からは過小な規模の施設が設置される結果となった｡
第 2 期の廃棄物排出量は前半横ばい, 後半急増しているが, 廃棄物処理経費は GDP比で
ほぼ0.3％と安定していた｡ この期間は, 第 1 期と比較して, 廃棄物問題に対する社会的な
注目度が下がった時期である｡ この期間, 焼却施設数は, 1,999 (1980) から1,864 (1992)
と減少する一方で, 総設備能力は約25％増加し, 平均設備能力は約35％増加している｡ 第 1
期に自区内処理原則の下で設置された焼却設備の大型化と施設の集約化が進められたことが
わかる｡
この期間の大きな問題は, 焼却能力の更なる拡大に加えて, 最終処分場の残余容量であっ
た｡ この期間の後半では, 全国の最終処分場の総残余容量を当該年度の全国の総最終処分量
で割った残余年数は, 1986年の10.3年から1990年には, 7.6年まで減少した (図 4 )｡ この残
余年数は全国平均であるから, 処分場が確保できていない, もしくは, ほとんど残余容量が
無い自治体も数多く存在した｡ この原因は, 一般廃棄物排出量が期間後半の1985年の41,530
千トン/年から1990年には50,257千トン/年と 5年間に21％も増加したことと, 破砕設備など
の整備が遅れたため, 焼却できず直接埋立られた廃棄物が多かったことである｡
1970年代以降の最終処分場残余年数の変化と, その要因を処分量変化と処分場容量変化に
分解したときの推移を図 7 に示した｡ この図から, 第 2 期の後半に残余年数は毎年0.5年程
度減少し, その主要な原因は最終処分場容量変化であることがわかる｡ つまり, 最終処分量
に対して十分な新規最終処分容量が確保できなかったことを意味している｡
第 3 期には, 廃棄物処理経費は GDP比で0.38％～0.52％ (平均0.45％) と第 2 期に比較し
て大きく増加している｡ この間の一番大きな問題は, ダイオキシン問題であった｡ 日本に於
いてダイオキシン問題が社会的に注目を集めたのは, セベソの農薬工場事故, ラブ・キャナ
ル事故, ベトナム戦争時の枯草剤による環境汚染などの原因物質としてダイオキシンが注目
を集め, ごみ焼却に伴うダイオキシン問題がマスメディアで報道された1980年頃である｡ こ
れに対し, 政府は調査研究を行い対策を検討し, 1990年ダイオキシン類の緊急削減対策につ
いてガイドラインを策定し緊急対策を実施した (環境省 1990)｡ その後, 1997年にごみ処理
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に係わるダイオキシン類発生防止等ガイドラインを策定し, 緊急対策に加えて, 恒久対策を
定めた (環境省 1997)｡
恒久対策実施の結果として, 一般廃棄物焼却炉からの排出量は, 1996年の 5,000 g-TEQ/
年から2003年には 71 g-TEQ/年まで大幅に減少した｡ ダイオキシン類の発生が特定温度帯で
8)
著しいことから, この温度帯での運転をできるだけ避ける意味で処理の連続化が目指され,
それを実現するために設備の大型化が進められた｡ これに加えて, 排ガス処理装置としてバ
グフィルターの装備が進められた｡ 既設の小型バッチ炉に於いても, 特定温度帯での滞留時
間をできるだけ短くするための運転方法の改善, 排気ガスの急冷, バグフィルターの装備な
どが進められた｡ この対策の結果を反映して, 1996年に1,872存在した焼却施設は, 2002年
には1,490まで集約され, 102トン/日であった平均設備能力は134トン/日まで増加した｡
また, 第 3期を挟んで, 1980年代の終わりから2000年代前半は自治体による資源分別収集
の普及が進んだ時期でもあった｡ 図 2 の資源物収集量の推移を見ると, 1987年の1,849千ト
ン/年から, 2005年には, 10,025千トン/年にまでほぼ直線的に増加している｡ 1995年には,
我が国初の EPR原則に基づく容器包装リサイクル法 (
9)
以下, 容リ法) が制定され, ガラス
びん, PETボトルの容リ法に基づく分別収集が始まった｡
第 4 期に入ると廃棄物処理経費は GDP比でほぼ一定値で推移し, 第 2 期とよく似ている
が, 水準は0.38％と第 2期より高くなっている｡ この期間も第 2期と同様に廃棄物問題に対
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図 7 最終処分場残余年数変化の要因
厚生省 (1974, 1975, 19762000), 環境省 (20012016) のデータから著者作成｡
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する社会的注目度が下がった時期である｡ この期間の特徴は, 一般廃棄物排出量の減少と資
源物収集量の横ばいである (図 2 )｡ これに応じて, 焼却施設数と処理能力の削減が進むと
共に, 焼却設備の大型化, 施設の集約化が進んだ (図 3 )｡
また, 容リ法が2000年に完全施行となり, 紙製容器包装, プラスチック製容器包装, 紙製
飲料容器の分別収集も始まり, 容リ法に基づく分別収集を実施する自治体数も増加した｡
我が国では, 最終処分の問題を解決するために, 1970年代に焼却によって最終処分量をで
きる限り削減するという焼却戦略を廃棄物管理の中心に置いて以来, 焼却施設の整備, 効率
化, 高度化に注力してきた｡ 廃棄物処理に係わる問題が大きな社会的注目を集めた時期には,
一般廃棄物処理経費は, GDP比で0.4％～0.5％に達し, 1970年代には, 焼却施設の立地が進
み, 1990年代にはダイオキシン対策が進められた｡ 1970年代半ば以降, 一貫して進められた
のは, 焼却設備の大型化と施設の集約化である｡ これら焼却戦略によって, 2000年に焼却可
能なものはほぼ全て焼却する体制が構築され, 最終処分量は1970年代の約2,000万トンから,
2000年には約1,000万トンへと半減している｡ 更なる最終処分量の削減のために, 1980年代
終わりから分別収集の強化による最終処分量削減を目指し, 2005年には約1,000万トンを収
集するまでに達したが, その後は横ばいとなっている｡ これらの政策の結果, 最終処分量は
着実に減少し, 1975年に一般廃棄物の約半分に相当する量を最終処分していた状況から,
2014年には430万トンと排出量の約10％程度にまで減少している｡ この結果, 1990年代半ば
まで7.5年から10年程度の水準で推移していた再処分場残余年数は2014年には, 20年をこえ
るに到っている｡
1970年代以降の我が国の廃棄物政策を財政支出の面から見ると, 廃棄物に関する問題に対
する社会的関心が低い時期には支出の GDP比がほぼ一定で推移しており, 本来の必要性で
はなく, 前年踏襲で決まっていた可能性がある｡ それ以外の時期は, 大きな社会的問題に対
する政策対応として収集体制の整備, 焼却炉の整備, ダイオキシン対策などが行われてきた
と考えられる｡ 70年代以来踏襲してきた焼却戦略は限界に達し, 資源分別収集も壁に当たっ
ている状況で, 次の時代に向けて循環政策が期待される｡
1.2.6 廃棄物政策から循環政策へ
最終処分場の残余容量で見る限り, 1970年代以降の我が国の廃棄物管理政策は成果を上げ
ていると評価できるが, 焼却による更なる最終処分量の減量化はすでに限界に達しており,
資源分別収集率も20％程度で頭打ちとなっていることから, 今後は更なる減量化対策によっ
て最終処分場を延命化することは難しい｡
新規の最終処分場の開設は急減しており, 直近 5年間でピーク時の約 1/20程度に過ぎず,
残余年数も近年はほぼ停滞していること, 最終処分場は土地の限界が有ることを考えると,
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静脈側の問題として楽観できない状況である｡
また, 1990年代以降, ヨーロッパが主導して先進諸国で EPR原則に基づく法制度の導入
が進んだ｡ 我が国も1995年制定された容リ法をはじめとして, 家電製品, 自動車を対象とし
た制度が確立されている｡ これらの制度は後述するように, 動脈側が大きな役割を果たす制
度であり, 動脈企業の市場がグローバル化していることから, グローバルな影響を受ける｡
また, EPR制度の目的の一つが, ライフサイクルでの環境負荷削減であり, 天然資源の消
費抑制を目指していることから, 動脈側と静脈側を包括的に取り扱うことが必要である｡ こ
のためには廃棄物特有の問題に対処するように設計されている法制度では無理が生じる懸念
が強い｡ 続く項では, 我が国の循環政策を検討する｡
1.3 循環社会形成推進基本法
循環基本法は, 環境基本法 (1993年制定) に基づく法律である｡ 環境基本法は, 我が国の
環境政策の根本となる法律であり, 理念として, 環境の恵沢の享受と継承, 持続可能な社会
の構築, 国際協調による地球環境保全を目指している｡ 循環基本法は, 環境基本法の理念の
うち, 持続可能な社会の構築について, 目指すべき社会を循環型社会と定義し, より具体的
な枠組を与える基本法である｡
この法律は, バッズである廃棄物の処理を担う静脈とグッズの生産, 販売, 消費をカバー
する動脈を包括的に捉える枠組である｡
1.3.1 目的
循環基本法の目的は, 廃棄物等の発生抑制, 循環資源の循環的な利用及び適正な処分が確
保されることによって, 天然資源の消費を抑制し, 環境への負荷ができる限り低減される社
会を目指すことである｡
1.3.2 循環基本法の特徴
循環基本法では, 法の対象を有価, 無価を問わず廃棄物等とし, 廃棄物等のうち有用なも
のを循環資源と位置付け, 循環的な利用を促進することとしている｡
さらに, 各主体の役割分担として, 事業者・国民に排出者責任を課し, 生産者には EPR
を課す一般原則を明示している｡ 排出者責任については, 環境基本法に20年以上先立つ廃掃
法で重要な原則として明確に定義されていた｡ しかし, 廃掃法では, 事業者の役割として,
適正処理が防げられないように製品, 容器等の開発を行うこと, 適正処理に関する情報を提
供すること, 国及び地方公共団体の施策に協力しなければならないと定められているにとど
まっていた｡ 循環基本法では, これに加えて, 一定の条件を満たす製品に関しては, 生産者
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が EPRの原則に則り, 引取もしくは引渡, 又は循環的な利用の責任が課されることが明記
された｡
廃掃法と比較して, 循環基本法の重要な点は, 有価物も含めて循環資源等を法の対象とし
て定義し, 動脈側企業に EPRを課したことである｡
循環基本法の枠組に基づき, 製品別に個別リサイクル法が制定されたが, 製品及び製品に
係わる状況の違いを反映して, 具体的な制度設計には大きな違いがある｡ 個別リサイクル法
はそれぞれ精緻に設計され, 一定の成果を得ているが, 審議会での法律見直しの審議過程で,
しばしば廃掃法との関係で生じる問題が取り上げられてきた｡ 循環基本法のレベルから全体
を見渡したときに, それぞれの制度の違いが, 成立の歴史的経緯以外の何か構造的な原因が
あるのか見えにくく, 全体として最適な制度となっているかどうか疑問もある｡ 個別リサイ
クル法見直しの審議でも, 素材別リサイクル制度の検討など, 根本的な議論の必要性が指摘
されている｡
10)
2 拡大生産者責任と個別リサイクル法
2.1 EPRの概念と目的
EPR制度は, OECD (2016) によれば次のように定義されている｡
EPRは製品に関する責任が消費後の段階まで拡張することを意味し, 実際には, 使
用後の製品の収集, 分別, 適正処理, 望ましくは再資源化の責任を果たすことである｡
生産者は EPR制度における責任を, 市町村に代わって支払い責任, 及び, もしくは,
制度運営及び組織構成上の責任に於いて果たすことができる｡ これらの責任は, 個社毎
または, 集合的でもあり得る｡
導入の目的は, 国, 製品によって多様であるが, 制度の目的として以下のようにまとめら
れている｡
( 1 ) 天然資源・素材の消費削減
( 2 ) 廃棄物の発生抑制
( 3 ) 製品の環境影響の削減
( 4 ) 物質循環の確立
これらの目的は互いに関係がある｡ 発生抑制が進めば天然資源・素材の消費は削減される
し, 製品の環境影響も削減されることが期待される｡ 物質循環が確立されれば, 天然資源・
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素材の消費は削減される｡ EPR制度ではこれらの目的を果たすためのメカニズムとして生
産者に責任を課すことによって製品の環境配慮設計 (Design for Environment : 以下 DfE)
が進み, これら 4 つの目的が達成されることを想定している｡ 従って, EPR制度の設計,
評価に於いては DfEが如何に有効に働くかが重要である｡ また, 使用後の製品の処理費用
を生産者に課すことで, 市町村区が負担している廃棄物処理費用が製品価格に内部化され社
会的余剰が増加することが期待される｡
2.2 責任の種類
EPR制度における生産者の責任は, 支払い責任,
11)
物理的責任, 情報的責任に分類されて
いる｡
支払い責任とは, 使用済となった製品の回収, 再資源化または適正処理にかかる費用 (以
下, 静脈側費用) の一部もしくは全部を支払う責任である｡ 生産者に支払い責任を課すと,
生産者は課せられた静脈側費用の一部を販売価格に転嫁し, 静脈側費用は, 生産者, 小売事
業者, 消費者の間で分担して負担される｡ 転嫁される程度は, 中長期的には価格弾力性でき
まる｡ 必需品であれば, 価格が上がっても需要は余り減らないので, 消費者に転嫁される割
合は大きくなり, 奢侈財であれば価格を上げると需要が大きく減少するので, 消費者への転
嫁の程度は少ない｡ 短期的, ミクロ的に見ると, 生産者, 小売事業者の力関係で転嫁割合が
影響されることもある｡
制度設計によって支払い責任を課す対象主体を決めることはできるが, 結果としての経済
的な負担の割合は市場構造で決まるので, 最終的な経済的負担主体を制度設計で決めること
はできない｡
物理的責任とは, 回収・再資源化または適正処理を実際に運営する責任を意味する｡ 生産
者が物理的責任を課せられている場合の多くは, 支払い責任も課せられていることが多いが,
日本の家電リサイクル法, 自動車リサイクル法 (以下, 自リ法) では, 消費者が廃棄時 (家
電), または新品購入時 (自動車) に回収, リサイクルに必要な費用を支払っており, 生産
者が物理的責任のみを負っている事例である｡
物理的責任を課す場合は, 支払い責任のみの場合と比較して, 静脈側の工程における問題
点の発見など, 設計段階での対策に資する情報が生産者に伝わりやすいという特徴が有り,
DfEが働きやすい｡
物理的責任に関しては, 概念としては明確であるが, 実際の制度を考える上ではやや曖昧
な点がある｡ 動脈側の企業が実際に回収, 再資源化などの事業を行おうとするときに, 全て
自社で行うような事例はほとんど無く, 静脈企業に委託したり, 静脈企業と合弁で事業を行っ
たりするためである｡
12)
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情報的責任は, 製品の環境面に関する情報を生産者が開示する責任を意味する｡ 情報的責
任は, 支払い責任, 物理的責任と比較して, 制度設計と直接の関係が無く, あまり論じられ
てこなかった｡ 情報的責任の目的は, 間接的に EPR制度を支援すること, 静脈側に必要な
情報を伝えて効率化することである｡ 各種環境ラベルスキーム, 実績の報告義務, 生産者の
義務と分別に関する消費者の啓発, 再資源化事業者に対する製品に含まれる素材情報の開示
などがある (OECD 2016)｡
2.3 個別リサイクル法の比較
表 1に我が国の個別リサイクル法の特徴をまとめた｡ これらの法律では, 促進法である小
型家電リサイクル法を
13)
除いて, 生産者, 小売事業者等に責任を課しているが, その責任の在
り方は多様である｡
2.3.1 食品リサイクル法と
14)
建設リサイクル法
15)
食品リサイクル法 (以下, 食リ法) は, 動脈側事業者に対する規制, 建設リサイクル法
(以下, 建リ法) は動脈及び静脈事業者に対する規制として理解するとわかりやすい｡ 食品
関連事業者, 建設事業者は事業に伴って生じる当該廃棄物を一定以上再資源化等実施する義
務が課されており, その費用は, 事業活動の費用として内部化される｡ 従来であれば, 廃掃
法に従って適正に廃棄物処理すれば良かったところに再資源化の義務を課したと理解できる｡
しかし, 食リ法における食品製造事業者の責任は製品製造過程に生じる副産物, 廃棄物の再
資源化であり, 製造した製品の消費後の段階の責任は課されていない｡ 建リ法に於いても責
任を課される元請けなどの受注者の責任は建設過程で生じる廃棄物の再資源化であって, 建
設した建築物が将来解体される際の責任を課されるわけではない｡ この点で使用後の製品の
再資源化, 適正処理に関する責任をその製品の生産者に課すという意味での EPRではない｡
2.3.2 小型家電リサイクル法
小型家電リサイクル法は, 貴金属, レアメタル, ベースメタルなどの有用資源の回収と埋
立量の削減を主な目的として, 家電リサイクル法でカバーされていない家庭用電子機器等の
回収, 再資源化をはかることを目的としている｡ しかしこの法律は, 生産者等の経済主体に
責任を課すのではなく, 再資源化の促進を図るための経済主体に対するインセンティブを導
入している｡ 具体的には, 再資源化事業を行おうとするものが再資源化事業計画を作成し,
主務大臣の認定を受ければ廃棄物処理業の許可を不要としている｡ 収集は, 市町村に分別収
集の努力義務を課すほか, 小売店に消費者による適正排出を確保することへの協力の努力義
務を課しており, 分別収集されたものが認定事業者に引き渡されるルートと, 認定事業者に
日本の循環政策の成果と課題 15
よる直接回収ルートがある｡ いずれにしても, 対象となる製品の生産者の責務は, 再資源化
に要する費用が低減するような設計と再資源化により得られたものの利用に対する努力義務
のみであり, 支払い責任, 物理的責任, 情報的責任は課されておらず, 廃掃法における規定
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表 1 我が国の個別リサイクル法の比較
対象品目 容器包装 家電 小型家電 自動車 食品 建設
考え方 EPR#1 EPR#1 促進法 EPR#1 規制 規制
対象廃棄物 家庭系一般
廃棄物中の
容器包装
特定の家庭用電
気製品#2
その他の家庭
用電子機器#3
原則として全
ての 4 輪自動
車#4
食品廃棄物等
#5
廃棄物となっ
た建設資材
対象物 使用済容器
包装
使用済製品 使用済製品 ASR#6, フロ
ン, エアバッ
グ
食品廃棄物等 建設資材廃棄
物
廃棄物区分 家庭系一廃
#7
一廃#7・産廃#8 一廃#7・産廃
#8
産廃#8 事業系一廃#7
・産廃#8
産廃#8
支払主体 事業者 消費者 なし 消費者 なし なし
事業者の責
任範囲
再商品化 全過程#9 再商品化又は
全過程#10
全過程#9 全過程#9 全過程#9
支払時期 生産段階 排出段階 なし 製品購入段階 なし なし
PRO#11 1 2 なし 1 なし なし
運営単位 自治体 2グループ 自治体・個別
企業
2グループ 個別企業・再
生利用事業計
画
個別企業 (受
注企業)
費用単位 使用重量
(素材別)
製品カテゴリー
別
なし 製品別 なし なし
単価範囲 全産業 個別企業 なし 個別製品 なし なし
目標 なし 回収率・再商品
化率
回収量 再資源化率 再資源化等実
施率
再資源化率
目標の位置
付け
該当せず 管理目標 (回収
率)・個別企業
の義務 (再商品
化率)
管理目標 個別企業の義
務
個別企業の義
務
個別企業の義
務
#1 : Extended Producer Responsibility (拡大生産者責任)｡
#2 : 政令で 4品目指定｡
#3 : 政令で28品目指定｡
#4 : 大型特殊車両, 小型特殊車両, 被牽引車両, 及び政令で指定した車両を除く｡
#5 : 食品が食用に供された後に, 又は食用に供されずに廃棄されたもの, 食品の製造, 加工又は調理の過程に於
いて副次的に得られた物品のうち食用に供することができないもの｡
#6 : Automobile Shredder Residue, 自動車シュレッダーダスト｡ 有価物を取り除いた自動車を破砕し, 金属等有価
物をさらに取り出した残渣の廃棄物｡
#7 : 一般廃棄物｡
#8 : 産業廃棄物｡
#9 : 回収及び再商品化｡
#10 : 回収を市町村が行うケースと, 全過程を事業者が行う場合がある｡
#11 : Producer Responsibility Organization. 生産者責任を個別企業に代わって担う組織｡
と同じであり, EPRに基づく制度ではない｡
2.3.3 容器包装リサイクル法
容リ法,
16)
家電リサイクル法,
17)
自リ法は
18)
EPR原則に基づく法律であるが, 制度設計はかな
り異なっている｡ 容リ法では, 生産者の責任は再商品化段階に限定され, 収集段階は市町村
の責任とされている｡ さらに, 市町村がこの制度を利用するかどうか選択できるので, 回収
量及び回収率に対して生産者は責任を持ち得ず, 法的義務と結びついた目標は設定されてい
ない｡ 生産者に課される実質的義務は家庭系一般廃棄物となる製品に使用した容器包装の重
量当り素材別に決まる料金を支払うことである｡ このため, 容器包装重量を軽量化するイン
センティブは働く｡ 特に料金単価が高いプラスチックを軽量化すること, 他素材への変更の
可能性は期待される｡ しかし, それ以外の環境配慮設計については, 容リ法による制度的イ
ンセンティブは期待できない｡
2.3.4 家電リサイクル法と自動車リサイクル法
家電リサイクル法, 自リ法は, 共に回収から, 再資源化まで生産者が担い, 費用を消費者
が支払う点が共通するが, 支払時期, 対象物の範囲, 単価範囲などの点で異なる｡ 家電リサ
イクル法では, 料金は消費者が排出時点で支払い (以下, 後払い方式), 当該製品の回収,
再資源化の費用に充当される｡ 自リ法では, 新車購入時に購入者が支払い, PRO
19)
に預けら
れ当該車両の廃車処理時に再資源化費用に充当される (以下, 前払い製品紐付け方式)｡
課題として, 後払い方式では, 消費者には, 不法投棄をしたり, 無料回収をうたっている
ルートへ排出したりする動機がある｡ 無料回収の場合, 市場価値を有する一部の製品は海外
も含めてリユースされるがその他の製品については, どのように処理されているか明らかで
はなく, 不適切な処理が行われている懸念がぬぐえない｡ 一方, 前払い製品紐付け方式では
家電製品, 自動車など寿命が長い製品では, 長期間にわたって預けられた料金を管理する必
要があり, 管理費用が高いこと, 支払い時点と再資源化時点が離れるため, 設定する料金に
不確実性が大きいこと, 制度発足前に販売されていた既販品の取り扱い等の問題がある｡ 自
動車に於いて, 前払い制度を取り得たのは我が国に於いて車検制度があり, 個別車両レベル
での所有者, 料金支払いの有無などの管理体制が存在し, 制度発足前に販売された既販売車
両についても車検更新時に料金を徴収することができたためである｡ 我が国で家電リサイク
ル法に於いて後払い制度をとっているのは世界的には他に例がない｡ 他の国では, 前払い制
度を採用し, 集められた料金を当該年の使用済家電製品の再資源化に充当する制度を採用し
ている (以下, 当年充当方式)｡ 当年充当方式をとることで, 巨額の料金の長期管理に伴う
問題を回避することができるが, 料金の支払者と使用済製品の排出者が一致せず, 排出者処
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理原則から外れることとなる｡ 生産者毎の市場参入, 撤退, シェアの変化などを考えると,
生産者間の公平性の問題も必然的に生じることとなる｡ また, 当年充当方式では, 再資源化
過程の費用が低くなるような技術を開発し採用したとしても, 当該企業の費用にはほぼ反映
されないため環境配慮設計の制度的インセンティブが非常に小さくなるという大きな問題が
ある｡
また, 料金単価の設定範囲も, 家電リサイクル法では企業毎であるが, 製品レベルではテ
レビ, 冷蔵庫, エアコン, 洗濯機などのカテゴリーに対して規定されているのに対して, 自
リ法では, ASR, フロン, エアバッグ別製品別に設定されている｡ これは, 自動車毎のエア
バッグの個数, エアコンの有無, ASRの発生量などが異なることを反映しており, 環境配
慮設計のインセンティブがより強く働くことが期待される｡
我が国の自リ法には, 使用済自動車のバッズの部分である ASR (Automobile Shredder
Residual : シュレッダーダスト), フロン, エアバッグのみを対象とする特徴が有る｡ 欧州
の類似の制度では, 使用済自動車全体を対象として, 消費者が使用済自動車を持ち込んだと
きに生産者に無償引取義務を課す制度となっている｡
2.3.5 個別リサイクル法と全体
このように我が国の個別リサイクル法制度は対象製品群によって制度設計は大幅に異なっ
ている｡ これは, 対象製品群の特徴, 既存の社会制度, 法制度の目的の違いなどを反映して
精密に設計された結果であり, 対象製品を限定し, 一定の前提条件下では合理的なものと考
えられるが, 循環型社会形成を促進するという目的で, 全体を見直したときに, 全体として
の合理性については検証されているとは言えない｡
2.4 循環政策の目的と EPRの有効性
この項では, 循環政策の目的と政策手段としての EPRについて, 詳しく検討する｡ 循環
政策の目的を表 2に整理した｡ 循環政策の目的は, 汚染性問題と資源性問題に分類すること
ができる｡ 汚染性問題は廃棄物処理過程及び再資源化過程での環境汚染問題と, 天然資源か
らの素材生産過程での環境汚染問題がある｡ 廃棄物処理過程, 及び再資源化過程での環境汚
染の問題は従来の廃棄物政策の目的と共通するが, 天然資源からの素材生産過程での環境汚
染問題は, 従来の廃棄物政策ではカバーされてこなかった問題である｡ 我が国の場合は多く
の場合で国外の環境問題であるので, これまで議論されてこなかった｡ しかし, 使用済製品
が海外に輸出され不適切な処理が行われていることは, 家電, 自動車, 廃プラスチックなど
多くの製品で報告されており, 気候変動問題など, 国際的な枠組で取り組む重要な問題もあ
ることから, 循環政策を考える上で国外での環境問題をきちんと位置付けることが必要であ
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る｡ 廃棄物処理過程, 天然資源からの素材生産過程での環境汚染問題は, 発生抑制, 循環率
向上によって緩和されるので, EPR政策が有効である｡ また, 再資源化過程での環境汚染
問題は, 発生抑制及び静脈過程のフロー透明性が向上するので, EPR政策が有効である｡
資源性の問題としては, 最終処分場の延命が問題である｡ 前述したように, 我が国は70年
代に焼却を廃棄物管理の中心戦略として採用して以来, 最終処分場を確保する一方で, 焼却
による減容化に努め, 80年代後半からは分別収集による資源回収による収集ごみの減量化に
より, 最終処分場の延命化に努めてきた｡ その結果, 残余年数が一時は 8年を割っていた状
況から現状では20年近くまでとなっている｡ しかし, 焼却による減容化, 資源分別収集も限
界に近づくなかで最終処分場の新規確保容量は急速に減少しており, 今後の状況は楽観を許
さない｡ 枯渇性資源としての最終処分場の問題は今後ますます重要となると考えられる｡ 最
終処分場の延命問題は, 発生抑制, 循環率向上を通じて EPR政策が有効である｡
通常問題とされる資源性の問題としては, 長期的問題として資源の量的確保, 短期の問題
として, 国際情勢の変化などに起因する国際資源価格の急変に対する対策が挙げられる｡ ど
ちらも資源を海外からの輸入に頼らざるを得ない我が国にとって重要な問題である｡ 資源の
量的確保の問題は, 長期的に安定的な供給源を確保する問題であり, 発生抑制によって消費
資源量を削減すれば, 確保すべき供給量も少なくてすむという意味で, EPR政策は対策と
して有効性を持つ｡ また, 都市鉱山とも言われる社会的蓄積量を増加させることは, 量の確
保には有効であるが, EPR制度によって国内循環を促進することは必ずしも社会的蓄積量
を増加させるとは限らず, むしろ総量としては減少させる可能性もあることに注意が必要で
ある｡ もちろんこの議論は単純化したものであり, 社会的蓄積量と言っても利用するのが極
度に困難な形態での蓄積や, 逆に使用中の蓄積量は意味がなく, 社会的蓄積の中身の議論が
必要であり, 蓄積総量だけでなく, 回収・再資源化コストに対する分布 (潜在的供給関数)
を検討する必要がある｡ EPR政策により頑健な静脈産業を構築することは, 循環利用量を
拡大して社会的蓄積量を減らすだけでなく, 回収・再資源化コストを下げることで利用可能
な社会的蓄積量を増加させる効果があり, 静脈のフローの透明性を向上させることで不適切
な廃棄物輸出に伴う有用資源の海外流出を抑える効果もあることから, 一概に EPR制度が
社会的蓄積量を減らすことで資源量の長期的確保にマイナスの影響があるとは言えない｡
国内資源循環を促進することで海外の天然資源依存度を下げることはできるが, 国内再生
資源価格は基本的に国際資源価格に連動するので, EPR制度によって頑健な静脈市場を構
築したとしても長期的に価格を制御できると考えるべきではない｡ また, 期間の限定がない
参入障壁, 量的規制, 優遇措置などの保護政策は頑健な静脈産業の構築に対して最も重大な
障害要因であることに留意しなければならない｡ 政府介入を最小限に留め, 生産性の高い静
脈産業を構築することで全体としての産業競争力を確保することが理想である｡
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短期の問題として外的要因に起因する資源価格の短期変動がある｡ 特にレアメタルは産出
国が偏っていること, 産出国が政治的に不安定であることなどから価格が急騰するケースが
ある｡ この短期のショックの影響を緩和するためには, 長期対策と同様に, 発生抑制, 頑健
な静脈の維持, 社会的蓄積量の増加が効果があり, EPR政策が有効である｡
2.5 個別 EPR政策の成果と課題
前項で見たとおり, EPR政策は, 循環政策の目的を達成するために有効な政策手段であ
る｡ 特に, 発生抑制, 循環率向上, 透明性向上, 再生資源使用率向上, 頑健な静脈の形成と
維持を達成することで, 汚染性の問題及び資源性の問題に有効な対策となり得ることがわか
る｡ 我が国の個別 EPR制度に関して, この視点から, 成果と課題を整理しよう｡
2.5.1 容器包装リサイクル法
容リ法は1995年に制定され, 2000年から完全施行された｡ 市町村の分別収集制度が普及す
るにつれて容リ制度による再商品化量は増加し, 2014年度の容リ制度の PROである容器包
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表 2 循環政策の目的分類
循環政策の目的 政策目標 EPR有効性
汚染性
問題
廃棄物処理過程での環境汚染
発生抑制#1 有効
循環率向上 有効
規制
再資源化過程での環境汚染
発生抑制#1 有効
透明性向上 有効
規制
天然資源からの素材生産過程の環境汚染
発生抑制#1 有効
循環率向上 有効
再生資源使用率向上 有効
資源性
問題
最終処分場の延命#2
発生抑制#1 有効
循環率向上 有効
資源量の確保 (長期)
発生抑制#1 有効
頑健な静脈の維持 有効
社会的蓄積増加 ＋－
資源価格の激変緩和 (短期)
発生抑制#1 有効
頑健な静脈の維持 有効
社会的蓄積増加 ＋－
#1 : 製品への資源使用量を削減することで必要資源量を削減することができる｡
#2 : 最終処分場を枯渇性資源と見なした｡ 最終処分場に関する水質汚濁, 土壌汚染等の環境汚染は
廃棄物処理過程での環境汚染の項目に含む｡
装リサイクル協会の引き受け量実績は, 1,258千トンあまりとなっている｡
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これは, 同年度
の生活系ごみ排出量31,242千トンの約 4％に相当する｡ この内半分以上の667千トンはプラ
スチック製容器包装であり, 制度確立以前はごみとして処理されていたことと比較すると,
循環率向上, 再生資源使用率向上の効果が有ったと評価できる｡ また, プラスチック製容器
包装のリサイクルは容リ制度によって産業として成立していることから, 静脈産業を創出し
たことは認められる｡ しかし, 静脈産業の頑健性もしくは健全性に懸念が残る｡ マテリアル
リサイクルの中には, ケミカルリサイクルに対してコスト競争力がない事業者も多い｡ 制度
の中で50％の優先入札枠, 優先入札制度の中での競争率上限1.05倍など自由競争市場とはほ
ど遠く, 長期的に見て好ましい状況ではない｡ 一方, ケミカルリサイクルは参入企業数が少
なく, 寡占による非効率性の懸念がある｡
発生抑制については, 料金制度が素材別の容器包装資材の消費量に比例する制度となって
いるので, 定性的には軽量化のインセンティブは働くが, 再資源化費用のほとんどを占める
プラスチック製容器包装に於いても素材価格と比較して料金の占める比率は小さく, 容リ制
度によってどの程度, 発生抑制 (軽量化) が進んだのか実証的な証拠はほとんど無い｡ 小売
事業者については, 碓井・田崎 (2016) がある｡
静脈フローの透明性に関しては, 目的を再商品化としているため, 販売できるところまで
は, トレースができるが, その後のトレースは難しいという問題と, 市町村の参加が任意で
あるため, そもそも制度外で流通するフローについてはトレースができない問題がある｡
容リ制度は, 市町村が分別収集を担う設計になっており, 非営利セクターが静脈の一部を
担うため, 効率性の面で問題が残る｡ 環境省による市町村の分別収集費用の調査結果 (環境
省 2005, 2014b) から, 素材毎の分別収集単価が市町村毎に大幅に異なることが見いだされ,
単価の違いについての理由は説明できていない｡ 汚染性問題の対策としては公共セクターが
担うことも一つの手段であるが, 資源性問題の対策としては効率性が重要であり, 構造的な
問題として検討が必要である｡
容リ法では市区町村等が収集の責任を担い, 消費者は分別排出の責任がある｡ しかし, 消
費者にとって容リ法で規定する容器包装の分類は自明ではなく, しばしば迷うことがあり,
分別協力への心理的障害となっている｡ また, 市町村区等に収集の責任があるため, 市町村
区によって分類が異なり, 全国的な啓発キャンペーンの実施及び広域化による効率向上に対
して構造的な阻害要因となっている｡ さらに, 再資源化の段階では, 容器包装であるかどう
かは技術的には問題ではなく, 素材の違いが重要であり, 量的には多い方が望ましい｡ 従っ
て, プラスチック廃棄物の中で, 容器包装に使われたプラスチックだけが容リ法制度の対象
として分別収集され, おもちゃやハンガーなど他の用途に使われたプラスチックの多くが焼
却されることは技術的, 経済的には合理性の点で疑問が残る｡
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現在容器包装に対象を絞っているのは, EPR制度で環境配慮設計の推進, 発生抑制をは
かる上で対象廃棄物の生産者の特定が最も重要なポイントであるからである｡ 理想的には対
象製品廃棄物は個別製品レベルで回収・再資源化に必要な費用が特定され, 当該個別製品の
生産者, 消費者と紐付けられることが望ましい｡ 多くの製品ではこれは現実的ではなく, 様々
なレベルで妥協が図られる｡ 容器包装に於いては, 素材別容器包装というレベルで集約化さ
れ, 責任を負う生産者としては容器包装を利用する事業者と製造する事業者が, それぞれの
容器包装の消費量に応じて費用を支払っている｡ 前述した消費者の認知の問題, 再資源化段
階の技術的, 経済的問題に対処する意味では, 例えば, プラスチック廃棄物の分別収集及び
再資源化 (再商品化) に変更することが考えられる｡ この場合の問題は, 対象となる生産者
の範囲が非常に広くなり, 責任を果たしたことを実証することが困難となること (モニタリ
ングの問題), 日用品など寿命の長い製品と短い製品を同じ制度で扱わなければならないこ
と (製品寿命の問題), 生産者の範囲が極大化するため DfEの制度的動機付が困難となるこ
と (DfE動機の問題), 家電, 自動車など既存の他の個別リサイクル法との調整の問題 (他
の製品リサイクルとの関係の問題) などが有る｡ モニタリングの問題に関しては, 素材製造
段階を生産者と定義してプラスチック樹脂の生産量に応じて料金を徴収すれば解決するが,
DfEに関しては軽量化以外の制度的動機は働かない｡ 製品寿命の問題に関しては, 制度発足
時にすでに販売されている製品の回収・再資源化に関する暫定的措置を講じるほかはないが,
きわめて大規模かつ複雑な制度となり運営コストが高くなることが懸念される｡ 家電リサイ
クル法, 自リ法を例外とすることも考えられるが, その場合は, プラスチック樹脂生産段階
で徴収した費用は, 家電メーカー, 自動車メーカーが素材を購入する際に購入価格に一定程
度転嫁され含まれているはずなので, 何らかの調整措置が必要となる｡
容リ制度の構造的問題は, 分別収集を市町村区が担っていることであり, このため, 資源
循環の側面で効率性が損なわれることである｡ この意味では, 廃掃法の枠組も含めて見直し,
EPRを適用する製品については, 産業廃棄物, 一般廃棄物の枠組の外側に拡大生産者資源
物を定義して市町村区の分別収集責任を外すことも考えられる｡ これによって, 収集を公共
が行うことによる効率性の問題は回避できる可能性があるが, 実際に資源分別回収を担う産
業を創出する必要がある｡ 候補となるのは, 産業廃棄物処理事業者と一般廃棄物処理事業者
であるが, 産業廃棄物処理事業者に対しては, 有効なモニタリングをどう確保するか, 一般
廃棄物処理事業者に関しては, 現在の一般廃棄物処理市場は参入障壁が非常に高く, 競争市
場とほど遠い状況にあることから, 効率化が図られるかどうか疑問がある｡ いずれにしても,
簡単なことではないが, 長期的視点から様々なオプションを検討する必要がある｡
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2.5.2 家電リサイクル法
家電リサイクル法は1998年に制定され, 2001年完全施行となっている｡ 2015年度回収量は
10,877千台, 458千トンである (経済産業省・環境省 2017)｡ これは生活系ごみ排出量の約
1.5％に相当する｡ 推計排出台数に対する推計回収率は63.9％である (経済産業省・環境省
2017)｡ これらの家電製品は, 中古品として合法的に輸出されていたもの以外に, 制度施行
以前は粗大ごみもしくは産業廃棄物として処理されていた, もしくは不透明なルートで海外
に輸出されていたと考えられるから, 循環率向上に貢献していることに加えて, 静脈フロー
の透明性向上に一定の貢献をしていると評価できる｡ また, 家電リサイクル法では, 生産者
が回収から再資源化までの責任を担うため, 静脈工程への関与の程度が高く, 解体, 再資源
化工程からの情報フィードバックによる環境配慮設計の事例も多く報告されている｡
家電リサイクル法の課題は, 推計排出台数に対する回収率が63.9％にとどまることである｡
この原因は, エアコンの推計回収率が43.6％と低いことである (経済産業省・環境省 2017)｡
エアコン以外のテレビ66.5％, 冷蔵庫74.2％, 洗濯機78.8％と比較してかなり低い (経済産
業省・環境省 2017)｡ この原因はエアコンが銅などの高価値の資源を多く含み, フロンを回
収しないなどの不適切処理を
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前提とすると無料で回収しても利益が期待でき, 正規ルートへ
の排出量が少なくなることと考えられる｡ 制度施行以前よりは良くなっており, 世界的に見
ても回収率自体はかなり高いが, 満足できるレベルではない｡
また, 施行当時懸念された不法投棄については, 厳密なデータは存在しないが, 毎年市町
村がパトロールで発見した台数で見ると, 制度施行前の2000年に122,200台, 2003年に
176,400台まで増加するが, その後は, エコポイント制度の影響を受けた年を除いて, 漸減
傾向であり, 2014年度には74,600台まで減少している｡ これは, 推計排出台数の約0.40％と
わずかであるが, 大都市近郊の道路脇など不法投棄されやすい自治体にとっては問題となっ
ている｡
家電リサイクル法に関しては, 前払い方式への変更がしばしば提案されているが, 合意を
得るには到っていない｡
2.5.3 自動車リサイクル法
自動車リサイクル法は, 2002年に制定され2005年に施行された｡ 車検制度があるため, フ
ローの把握が可能であり, 使用済自動車の回収率は2015年度で95.7％と
22)
高いレベルとなって
いる｡ 引取った使用済自動車の破砕率はほぼ100％近く, ASR引渡率は2012年以降で94.2％
と高いレベルを保っている｡ フロン類回収・処理率は2012年以降86.2％, エアバッグ回収率
は2015年度75％に達し増加傾向である｡ 容器包装, 家電と比較して, 回収率, その後の処理
に於いても高いレベルである｡ 制度発足以前には, 使用済自動車の再資源化過程は不透明で,
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豊島事件のような大規模な不適切処理, 不法投棄事案が生じていたことを考えると, 法制度
の整備により透明性が著しく向上したと評価できる｡
制度施行前の2004年には不適切保管・不法投棄台数が22万台弱に及んだが, 2016年には
5,589台と約 1/40に大幅に減少している｡ 但し, この間資源価格が上昇しているので, この
減少に自リ法制度がどの程度貢献したかは, 明確ではない｡
残る問題として, 実際には使用できない車両が中古車として輸出され, 輸出先で不適切処
理されたりする問題がある｡
3 ま と め
我が国は, 70年代以来, 廃棄物管理政策として焼却による減容を中心的戦略と定め, 着々
と進め, 2000年には燃やせるごみは全て焼却する所まで達している｡ 焼却戦略の有効性が限
界に近づく状況下で, もう一つの最終処分量削減戦略として1980年代終わりから分別収集の
強化が進められた｡ 2005年には資源物の収集量は1,000万トンをこえ, この結果最終処分場
残余年数は20年程度と大幅に伸ばすことができている｡ しかし, 資源物の収集量は2005年以
降, 横ばいとなっており, 分別収集の強化も壁に直面している｡
新規に開設された最終処分場の容量は1970年代後半以降, 東京都の新海面処分場 (45,517
千m3, 1998年埋立開始) を除くと一貫して減少傾向であり, 直近の 5年間 (2010年2014年)
に新規に埋立が始まった処分場容量は1975年1979年の約 1/20に過ぎない｡
今後については, 更なる減量化対策によって最終処分場を延命化することは難しく, 最終
処分場は土地の限界が有ることを考えると, 静脈側の問題として楽観できない状況である｡
1970年代以降の我が国の廃棄物政策を財政支出の面から見ると, 廃棄物に関する問題に対
する社会的関心が低い時期には支出の GDP比がほぼ一定で推移しており, 大きな社会的問
題が生じた場合に事後的対応として, 大規模な支出を伴う政策が実施されてきた｡ 今必要と
されている循環型社会への移行は, 静脈だけでなく, 動脈も包括する課題である｡ このため,
これまでのような特定の廃棄物問題に対する受動的対応では不十分であり, 動脈側も含めた
政策が必要とされており, 静脈側の論理のみによって議論を進めてはならない｡
2000年に成立した循環基本法は, バッズである廃棄物の処理を担う静脈とグッズの生産,
販売, 消費をカバーする動脈を包括的に捉える枠組である｡ この中で, 特定製品に対して
EPR制度を導入することが書かれ, 容リ法, 家電リサイクル法, 自リ法に基づき, それぞ
れの製品に対して EPR制度が設立され, 運営されている｡ それぞれ一定の成果を達成して
いるが, 対象製品群によって制度設計は大幅に異なっている｡ これは, 対象製品群の特徴,
既存の社会制度, 法制度の目的の違いなどを反映して精密に設計された結果であり, 対象製
品を限定し, 一定の前提条件下では合理的なものと考えられるが, 循環型社会形成を促進す
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るという目的で, 全体を見直したときに, 全体としての合理性については検証されていると
は言えない｡
個別リサイクル法のレベルではなく, 循環基本法のレベルで静脈と動脈を包括的に捉える
枠組で政策を見直す必要がある｡
注
1) 不要物発生の内, ごみ収集量として評価されていないものとして, 集団回収, 大規模事業所に
おける自主回収, 店頭回収があるが, 神戸市に於いては, 2014年度に於いて134,886トン (0.247
kg/人/日) であり, 減少の理由の一部を説明できるに過ぎない｡
2) 計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量
3) 直接焼却量＋中間処理後焼却量
4) Kinnaman (2016)
5) (直接焼却量＋中間処理後焼却量)/(計画収集量＋直接搬入量＋自家処理量＋集団回収量)
6) 最終処分量/(計画収集量＋直接搬入量＋自家処理量＋集団回収量)
7) 最終処分容量/最終処分面積
8) 200℃～600℃, 特に300℃前後でのダイオキシンの生成は最大となる｡ このため, 燃焼温度を
800℃～850℃以上に管理し, 高温の排気ガスを急冷してこの温度帯での滞留時間をできるだけ短
くすることが有効である｡
9) 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進に関する法律
10) 産業構造審議会産業技術環境分科会廃棄物・リサイクル小委員会容器包装ワーキンググループ
(第21回) 中央環境審議会循環型社会部会容器包装の 3R推進に関する小委員会 (第18回) 第18
回合同会合議事録
11) 財務的責任と記されることが多いが, 本文で説明するように, 第一次的な支払者は制度で決め
ることができるが, 経済的な帰結は市場によって決まり, 制度で決めることはできない｡ 従って,
本稿では, 支払い責任と記す｡
12) 業務用のビールびんの再利用システムに於いても, 回収経路では, 卸売事業者等が介在し, 必
ずしも生産者が全ての物流を担っているわけではない｡ 厳密な意味で, 生産者が物理的責任を担っ
ていると見なせる事例としては, 複写機などの事務機器メーカーが自社でリース事業を展開して
いるケースくらいであろう｡
13) 使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律
14) 食品資源の再生利用等の促進に関する法律
15) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律
16) 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律
17) 特定家庭用機器再商品化法
18) 使用済自動車の再資源化等に関する法律
19) Producer Responsibility Organization, 生産者責任を個別企業に代わって担う組織｡
20) 市町村の容リ制度利用は任意であり, PETボトル, ガラスびんなどを独自で販売している市
町村もあり, スチール缶, アルミ缶, 飲料用紙パック, 段ボールなど容器包装であっても容リ制
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度として収集していない容器包装もあるので, 容器包装自体の収集量はもっと多い｡
21) フロンを回収しない, 高価値の資源以外を不適切に処理する, 回収物中の資源価値の低い製品
を不法投棄するなどの行為｡
22) 自動車登録情報などから著者が推計｡ 使用済自動車引取台数を分子, 新車販売台数から中古車
輸出台数と期末ストック増加量を差し引いた値を分母として定義した｡ 厳密には一時登録抹消さ
れた状態の車両が考慮されていないので, この状態の車両ストックの増減が含まれていない｡
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